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制度会計の課題
一会計基準一元化への指向—
? ? ? ?
はじめに
外部報告のための財務諸表の作成が，法規制に基いて制度化されている場
合の会計を，制度会計と呼ぶならば，これを規制する企業会計諸法として，
税法を除けば，公表企業会計に係わる計算内容および表示形式について，次
の二つの規定が設けられている。それは，
①「企業会計原則」およびそれを前提とした「財務諸表規則」と，
⑨「商法計算規定」およびそれを前提とした「商法計算書類規則」とであ
る。
さて，「証券取引法監査」と「商法監査」との一元化による監査制度の円
滑なる実施を確保する目的で，昭和49年に，これら二つの企業会計法の全面
改正が行われ，調整がはかられた。その結果，会計実践の観点からは，会計
処理および表示に関し多少の差異が残されたとはいえ，実質的には統一され
るに至ったといわれている。しかし，「企業会計原則」と「商法計算規定」
とは，その設定目的ないし計算原理において必ずしも同一であるとは考えら
れず，商法がさらに強行法であるとの認識にたてば，なお，「企業会計原則」
の立場からすれば，譲歩的かつ妥協的な調整の過程が今後に残されたと考え
ざるをえない。
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「企業会計原則」と「商法計算規定」の改正経緯
「企業会計原則」は，昭和24年に，国民経済の民主的にして健全な発達に
資することを目的として設定されたものであり，その構成は，一般に公正妥
当と認められる企業会計の諸基準，すなわち，企業会計の実務において選択
適用されるべき会計処理およぴ会計報告の手続を休系化したものであり，そ
の性格は，要請的もしくは規範的，あるいは制約的もしくは許容的な立場か
らなる基本的概念や命題を内容とするものである。
「企業会計原則」を構成する諸基準は「企業会計の実務の中に慣習として
発達したもののなかから，一般に公正妥当と駆められたところを要約したも
の」であり，公表会計制度上においては，「企業会計に関係ある諸法令が制
度改廃される場合において尊重されねばならないもの」である。このよう
に，制度改善に当っては，「企業会計原則」こそ主導的な役割を果すべき立
場にあることが謳われている。
事実，この「企業会計原則」の設定の結果，昭和25年の改正法人税法およ
ぴ昭和26年の改正商法の規定では，「企業会計原則」の趣旨がかなり反映さ
れたのである。その後，ひきつづき昭和27年に，経済安定本部企業会計基準
審議会から「税法と企業会計原則との調整に関する意見書」が発表された
が，そのときの前文では，
「会計原則の確立と維持を図るためには，商法及び税法の諸規定のうち，
企業会計に関係のある部分につき，これらの法休系と会計原則の根本精神
とを調和させておく必要がある。従って企業会計における最善の実務と商
法及び税法における会計に関する諸規定との間の矛盾対立を調整すること
は，『企業会計原則』設定の本来の任務の一つでなければならない。さき
に商法及ぴ法人税法の改正規定のなかに，『企業会計原則』の精神が相当
程度吸収されたのであるが，なお若千の矛盾対立が残されている。この意
味において本審議会は先般（昭和26年9月），『商法と企業会計原則との調
整に関する意見書』を発表し，今回本意見書によって税法との調整に関す
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る問題点を明らかにしたのである。
本意見書は『企業会計原則』の理論を一貰した立場から，税法と『企業
会計原則』との不一致についての調整問題を述べようとするものである。
もとより税法はそれ自身の論理と体系をもち，又国家の財政政策及び租税
政策を反映するものであって，『企業会計原則』との間に完全な一致を期
待しえない部面が，理論的にもまた実際的にもあり得る……が，本意見書
は差し当り『企業会計原則』の立場から調整を希望する問題点を提起し，
解決の方向を示唆したものであって……。」
と述べている。
ここでは，商法計算規定および税法の所得計算規定が「企業会計原則」の
考え方と合致することが基本的に重要であり，そのことが「企業会計原則」
の制度的役割を果すことになることを強調しているのである。すなわち，こ
こでは，商法および税法が，「企業会計原則」の精神に沿うように積極的に
修正されることを提唱しており，「企業会計原則」は，企業の会計に関する
限り，商法や税法の計算規定における指導的な改正役割を果すものとしての
自認を完徹しようとしている。
その後， 10余年の歳月を経て，昭和37年には，商法における株式会社の計
算規定が改正されることになるのであるが，ここに，商法は，•財産法的な計
算思考を転換して損益法原理を大幅に採り入れることとなる。すなわち，商
法は，資産評価原則として，開業費・試験研究費・開発費・社債発行費を新
たに圏めたこと，および引当金の計上を隠めたことなどにみられるように，
損益的計算思考を導入することになったのである。この商法改正過程にあっ
て，「企業会計原則」は，自らの制度的役割を果し，商法に対し大きなイン
パクトを与えたといえるであろう。しかしながら，商法の改正は，他方にお
いて，債権者保護の立場から，商法独自の資本維持の観点を，なお色濃く残
した形での改正にとどまったため，この商法改正の結果をうけて，「企業会
計原則」の側もまた，一部の修正を余儀なくされたのである。
すなわち，この商法の改正に続いて，昭和38年に「企業会計原則」の一部
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修正が行われる。公認会計士による財務諸表監査の根拠を与えるための必要
性に迫られ，証券取引法に基く財務諸表規則の改正に資料を提供する観点か
らする，改正商法との調整をはかっての一部修正である。この修正に当って
は，「企業会計原則の性格については……それが単に会計学上からみて，企
業会計処理のあるべき姿を示す『理想版』であるにとどまらず，企業の具体
的な実践規範として，会計処理の基準となる『浮世版』であろうとするなら
ば，少くとも国家の法律に遮反した内容を定めることは許されず，能うる限
り商法に抵触する部分は改正するのが当然のことである」（大蔵省理財局経
済課長補佐，米里恕，財務諸表規則の改正と新商法との関係について，「企
業会計」昭和39年1月号， 71頁）といった，企業会計原則浮世版説が浮かび
上がってきたように，この昭和38年の「企業会計原則」の修正は，商法計算
規定との不一致を許さないという，現実からの，というよりはむしろ，法制
側からの強力な考えの下に行われたのである。
この，昭和38年公表の「企業会計原則の一部修正について」の前文におい
て，「企業会計原則」は，自らその指導的役割を幾分修正して，実践的妥協
の方向へとその舵を向き代え始める。すなわち，その前文においては，
「昭和25年に法人税法及び商法の改正が行なわれ，さらに昭和37年4月に
企業会計原則を大幅に取り入れた商法の改正が行なわれ，昭和38年4月1
日から実施されるにいたった。しかし，商法の計算規定は，いまだ企業会
計原則と矛盾する部分を残しているので，この部分については，商法が強
行法規たることに鑑み，企業会計原則を修正しなければならないことにな
ったのである」
と述べている。このように「企業会計原則」の実践的役割としての性格を前
面に押し出すことにより，商法とのくい遮いを調整するべく，ここに，自ら
も商法寄りの修正に甘んぜざるをえなくなったのである。
しかしながら，この修正の場合にも，「企業会計原則」の側においても，
資本剰余金の概念，引当金の概念あるいは損益計算書の概念その他若干の点
については，なお商法通りの修正を全面的に受け入れたわけではなく，問題
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をなおあとに残した関係上，「企業会計原則」の性格は，現実の企業会計の
実践規範であることに必ずしも徹しきったものとはならず，部分的には，な
お将来における商法計算規定に対する指導的規範たる性格をも温存したため
に，浮世版と理想版との混血といった中途半端な性格をもつものとなったの
である。
このときの改正を契機として，「企業会計原則」は商法への妥協的傾斜を
さらに強める方向に動き始めていく。すなわち，昭和44年12月に入って，
「商法監査」と「証券取引法監査」との一元化をはかるために，「商法計算
規定」と「企業会計原則」との全面的な調整が不可避の条件として要請され
るにいたり，ここに「企業会計原則修正案」が発表されたのである。この修
正案が発表されるに当って示された前文「商法と企業会計原則との調整につ
いて」の一部を示せば次の通りである。
「……株式会社監査制度改正要綱案は，職業的専門家としての公諮会計士
による監査を商法にとり入れることを改正の主眼としている。本審議会
（大蔵省企業会計審議会）としても，わが国企業経理の健全化のための方
策としてこの制度が早期に実硯されることを期待している。
前期要綱案による監査制度の円滑な実施を確保するためには，商法と証
券取引法との会計基準を一致させることにより，両監査の実質的な一元化
を図ることが緊要である。このため，本審議会は，本年（昭和44年） 2月
以来，商法の計算規定と企業会計原則との調整問題について鋭意審議を進
めてきたが，今般，企業会計原則修正案をとりまとめるに至った。
企業会計原則は，本来，関係法令の将来の改廃に際して提言するための
根拠となるべきものであることにかんがみ，企業会計原則の指導原理とし
ての性格を維持しながら，注解等において商法に歩みよることとした。こ
れにより両者の間に残されている相遣点は一掃されることになった。…」
このように，会計基準の一元化をはかるために，修正案は，「企業会計原
則」の側から商法の規定に歩みより，その妥協点を発見しようと試みたので
ある。この前文においては，注解を改めて商法の計算規定に歩みよるという
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方針を樹てたにも拘らず，実際の修正に当っては，注解によるよりはむし
ろ，それを越えて，例えば，商法専門家側からの，商法計算規定には継続性
が含まれていないとの主張を受入れての，継続性原則の修正を始め，商法計
算書類規則における損益計算書様式と調整をはかる目的からする，企業会計
原則における損益計算書様式の変更や，特定引当金の取崩額と繰入額の記載
方法，あるいは無償取得資産の公正評価額計上の削除，その他の資本剰余金
を利益処分項目とするなど，「企業会計原則」の本文自体の修正を行ったの
である。
この修正案の公表の後をうけて，「商法改正要綱案」が発表されるのであ
るが，商法側の歩みよりについては殆んど満足すぺきものがみられなかっ
た。その後，「企業会計原則」側からは，昭和49年8月に至り，上記修正案
に対し若千の再修正，すなわち，継続性原則の適用，損益計算書の区分，特
定引当金の取崩しと繰入額，残高の記載などに関して手直しを施し，現在の
「企業会計原則」に至っている。この結果，「企業会計原則」は，商法会計
にとっても，商法監査にとっても，支障の余地を与えることのない実践規範
性の強い会計基準として機能するようになったのである。しかしながら，そ
の結果，「企業会計原則」は，本来あるべき指導的規範としての性格を稀薄
化したものとして厳しい批判にさらされることとなったのである。
たしかに，「企業会計原則」を商法寄りに修正することなく，企業会計を，
法制に対して超然たる存在としておくことは，企業会計の実践化を不可能に
してしまうであろうし，その上，会計実務を律する枠組を失うことになる結
果として，公認会計士監査にしても，監査役監査にしても，その意見表明の
客観的拠り所を与えられなくなるであろう。このような硯実が，わが国の会
計制度の歴史的必然の結果として招来したことは当然のことながら，この歴
史的現実を踏まえた上で，どこに問題が横たわり，今後，会計制度としてど
のようにあるべきかの反省が求められてこそ，制度会計の課題となりうる筈
である。
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商法計算原理の検討
以上，「企業会計原則」の度重なる修正によって提示された，企業会計審
議会からの，会計基準統一化に対するいくつかの苦難に満ちた改正上の提案
は，商法の会計に関する規定の改正を促し，実質的な効果を挙げてきた点を
評価するのにやぶさかではないが，他方，「企業会計原則」の側にあっても，
会計基準の統一化の名の下に，その指導的役割を大きく後退させざるをえな
かったという，重大な傷を負ってしまったといわざるをえまい。
さて，ここで，会計制度の基本である会計原理の体現を目標としていた
「企業会計原則」に，敢えて修正を迫らざるをえなかった，商法の計算理念
について，しばらく触れてみたい。
商法が計算規定を設けている目的は，一つは商法の眠目とされる配当可能
利益の規制にあり，また他の一つは，商法にとって合目的的と考えられる企
業内容のディスクロージャーにあるとされている。後者の目的である開示の
規制に関しては，矢沢氏によれば，「商法は，企業の経営成績と財政状態の
表示について，継続企業を前提とする期間損益計算の原理によって，債権
者，出資者を含む企業の利害関係人に対する開示の面での保護に役立ってい
るとみられる。したがって，流動資産の評価損の計上，引当金計上の非強
制，資本準備金の限定の点において例外があるが，商法の開示規制は，企業
会計原則を中心とする証取法の開示規制と 2回の商法改正で原則的には一致
したといえよう。特に総則に第32条の規定をおいて開示規制の目的と企業会
計原則の解釈指針を明示したことは，実質的一元化を進めたものといえよ
う。」（「制度会計I」，中央経済社， 193頁）と述べているように，開示規制
については若干の問題を残しはするが，実質的一元化は一応はかられたと考
えてよい。
さて，つぎに，商法の計算原理に強く支配されるところの配当可能利益の
算出について触れてみたい。
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商法計算規定は，現在株主，債権者などの利害開係者を保護することを直
接的な目的としており，そのことから，原理的には継続企業を前提とする分
配可能利益の計算をうけ入れながら，現実的には，財政的窮状におち入る企
業の存在を無視することができない。そのために，収益力表示を目的とした
分配可能利益の計算に対してある種の制約が加わざるをえなくなる（石井照
久著「商法I」682頁）。このように，商法学者の発想の中にも，継続企業の
前提が現実性をもつかぎり，現在株主と債権者が，企業に対してもつ利害関
係は究極的には企業の収益力におかざるをえないことを謁めている。
しかし，企業の収益力に関する限り，債権者およぴ株主のもつ関心の同一
的視野も，企業が倒産状態におちいる場合には，両者の利害は相互に対立す
ることになる。そのために，商法においては，債権者保護の立場から，その
唯一の担保となるべき基本財産（資本）に関しては，資本維持ないし資本充
実の原則が要請されることになるのである。現実に生起する遥常の場合にお
いては，商法計算規定は損益法的原理にもとづく分配可能利益の計算によっ
て，株主と債権者の利益を法的に保護することになり，他方，特別の場合と
しての企業倒産の可能性を考慮して資本維持ないし資本充実の原則に基い
て，上記の計算原理を修正し，制約を加えているものと考えることができる
のである。
しかし，ここで商法が求めている資本維持とはどのような原則なのであろ
うか。そのことをしばらく解明してみる必要があろう。資本維持の原則とは
「資本額に相当するだけの処分価値のある資産を会社に維持することを要す
る原則」（田中誠二著「最新会社法」下巻11頁）であるという考え方が伝統
的に存在している。このような，債権者保護の目的を，企業の個々の資産の
売却価値に求めて，それを担保とするという発想は，現在の企業観に対して
は極めて非硯実な見方といわざるをえない。
その点に関して，商法学者もまた，「現代の相当規模以上の会社について
は，会社債権者が，会社の債権の弁済を受けるようなことは，ほとんど実行
不可能かつ著しく不利であ」（田中誠二著「同書」 11頁）ることを指摘して
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おり，「その代りに会社の収益力に着目して，営業を一括譲渡し， その代金
から弁済を受け， もしくは強制的に企業を管理し，その利潤から，長期にわ
たって弁済を受ける方が通常であり，かつ，有利である」（田中誠二著「同
書」 11頁）と述べている。そしてこのような論拠に基いて，「企業の収益力
こそ会社債権者にとり最も重要なのであるから，その収益力を正確に表示す
る損益法の会計のやり方こそ会社債権者の保護としても，尊重すべきことと
いえる」（田中誠二著「同書」 11頁）と述べている。
したがって，昭和37年の商法改正後は，商法学者の間にも，損益法原理と
の調和の必要から，資本維持の原則とは「資本額に相当するだけの収益力の
あるもの，すなわち将来費用に変りうるものを維持することを要する原則」
（田中誠二著「同書」 11頁）であるとの解釈が有力となってきたのである。
このように，商法における計算原理においても，正常の継続企業を前提と
する限り，投資家と債権者を中心とする利害開係者の企業に対する関心は，
ともに，期間的費用収益対応による利益計算，いわゆる損益法原理に基く投
下資本の期間的回収剰余としての分配可能利益におかれることになろう。投
資家と債権者の関心内容は，企業の収益力表示を要請するという点において
は全く一致しているといえるのであり，利益計算の報告において「株主の利
益保護と債権者の利益保護との調和的解決をみいだしうる計算の方法」（石
井照久著「同書」 680頁）の法的規制としての確立を求めうることは可能と
考えられる筈である。
したがって，伝統的な，あるいは古い意味での資本維持の原則が支配する
のは，あくまでも，企業が倒産する可能性を含んでいる場合を前提とすべき
ものであって，通常の経営状況を続けうる場合の企業の計算原理において
は，損益法原理を貫徹させることが必須の要件である。それにも拘らず，配
当可能利益算定のために設けられている現行法上の種々の制約は，古い意味
の，伝統的な資本維持の原則をその基底に据えるものであり， したがって，
その内容は，個々の財産の処分価値を前提としているが故に，継続企業に対
し適用すべきものではない。
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商法が，債権者保護の意味を，企業の個々の財産のもつ担保能力であると
考え，最終的な企業倒産の場合を想定しているのであれば，そのような企業
倒産を前提とする場合の計算原理は，経常的な経営状況における企業の計算
原理とは全く異なった別個の計算体系の中で考えられる必要がある。それ
は，例えば，支払能力を失なったり，債務超過となって財政的危機に陥ちい
る可能性ある企業，すなわち破産のおそれを前提とする企業などに適用さる
べき計算原理である。したがって，商法の計算思考の中に，伝統的な資本維
持の原則（財産の処分価値を前提とする）が働くことで，財産法的思考がな
お残り，配当可能利益算定の制約条件となっている限り，商法における計算
原理の中に，損益法に基づいて一貫した理論の整合性を求めるにはなお多く
の障害が残るであろう。商法が，真に，現実の継続企業に適合した計算原理
を求めるならば，商法学者もその多くが理解し始めたように，古い資本維持
の原則から脱脚して，収益力表示を目標においた損益法思考を全面的に商法
計算規定にもとり入れるべきが緊急事となるであろう。
三 制度会計の意味するもの
さて，以上において，商法の計算原理について触れ，商法計算の理念が，
制度会計の基礎を形成すべき「企業会計原則」の理念と本質的に差異が生ず
べきものでないことを示唆してきたのであるが， ここに再び，「企業会計原
則」の修正の過程で生じている問題に立ち戻りたい。
昭和24年に「企業会計原則」が，外資の導入，企業の合理化，課税の公正
化，証券投資の民主化，産業金融の適正化等，わが国における経済再建の課
題を背景として設定されてより，今日施行されている「企業会計原則」に至
るまで，商法会計とのからみあいを通じながら，その指導的規範性を当初強
く保持していた性格が，やがて実践的規範性を濃厚に持つに至るまでの修正
の経過を簡単にたどってきた。このような「商法」と「企業会計原則」との
実質的一元化を達成した今日の段階に至って，法制とくに「商法」との関連
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において，今こそ，「企業会計原則」は本来の指導的規範性を取り戻し，ぁ
るべき「理想版」の姿に立ち戻ることへの要望が日増しに強くなっている。
そこで，まづ初めに，本日の討論の対象となっている制度会計について考
えてみたい。この発表の当初において，「外部報告のための財務諸表の作成
が法的規制に基いて制度化されている場合の会計を制度会計と呼」び，税務
会計を別とすれば，①は証券取引法に規定された制度会計と，③は商法に規
制された制度会計の二つが存在することについて触れた。
制度会計と称する場合，最初に法律が存在していて，その法の設定目的に
従って会計が規制されてくるといった発想があるように思える。商法である
ならば，債権者の保護，資本維持あるいは配当可能利益の算定という目的が
あり，その設定目的を達成するために会計が手段として利用される。また，
証券取引法であるならば，利害関係者の調整とか，投資家の保護という目的
があり，その設定目的を達成するために会計が手段として利用される。この
ような関係は，勿論，何ら異論を唱えうるものではなく，誠に当然の理では
あるが，しかし，この会計を手段として認めることから， さらに一歩進ん
で，例えば，商法会計はその目的に応じた個有の会計原理に基いて計算され
るという発想が生じてくる可能性がある。もしそうなった場合には，これら
独自の会計原理に基いて，さらに，その会計原理からそれぞれの会計処理や
手続が派生せざるをえなくなる。その結果，目的を異とする企業会計法ごと
にそれぞれ，特有な会計の体系が作りあげられてくるという事態が生ずるこ
ととなる。一定の目的をもって制定された法律がまず存在し，その目的を達
成するための手段として，会計はその法のもつ独自な計算原理に従って運営
される。これが制度会計の本質であるとみなす考え方である。
まして，法律万能思想の優先するわが国にあっては，制度というものを，
なるべくは法規範の制定化によって解決をはかろうとする，いわば他律主義
的な傾向が支配的である。そのようなところでは，会計は法に使える召使で
あるかのように機能しがちである。しかし，会計は，法の定める目的に沿っ
てその利用に耐えるとしても，本来，会計は自らの原理に従って会計制度を
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作り上げていくべきものなのであり，その事実を尊重した上で，法は，自ら
の目的に会計を適合させていかねばならないのが筋である。
会計は歴史的な慣行の積重ねを経て成育を遂げた現実の生き物である。会
計は，勿論，法休系の中において発展も遂げ，それの影響をも強く受けてい
ることは当然のことではあるけれど，会計は自ら独自の会計理論を持ちえて
始めて，自らの存在を強く主張することができるのである。会計には，一方
において純粋な会計理論の体系がありながら，さらに，他方において，現実
との係わりあいとしての会計制度の展開が認められねばならない。会計理論
が基礎にあり，その上に，実在としての会計制度が築かれているのである。
会計理論は，会計公準や会計基準あるいは会計慣行に導かれながら生成し発
展をとげるところの個有の論理休系を有している。勿論，その形成過程にお
いて，会計は法律制度の影響を蒙り，経済環境に支配され，あるいは国民の
価値観に左右されるであろう。しかしそのような硯実との交流の中で，会計
理論は鍛えられ自らの原理を発見してきたのである。
すでに理解の通り，ここでいう会計理論とは，社会的に疎外された単なる
抽象としての空理空論を意味するのではなく，そこには，会計の歴史的発展
の過程を踏まえての，その国で培われた会計慣行をも実践的に組みこみつ
っ，硯実との係りあいをもちながら発展してきた理論を指していることはい
うまでもない。
たちかえって，「企業会計原則」についていうならば，その中には，当然
あるべき会計理論が存在していなければならない。商法が目的とする配当可
能利益といい，税法が目的とする確定決算主義に基く所得計算といっても，
これらの基礎となって算出される利益の概念あるいは収益や費用の概念は一
休どこから導かれねばならないのであろうか。 また，「企業会計原則」にお
いて財政状態や経営成績といい，あるいは「商法」において財産及び損益の
状況といっても，これらの概念は一休何によって確定されねばならないので
あろうか。これらの諸概念が導かれてくる基盤は，会計理論をおいて他に存
在しないのである。
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商法は，この会計理論によって導かれてき利益概念を基礎にしてこそ，始
めて独自の目的である配当可能利益の算定を行うことが可能となるのであ
る。税法における課税所得も，このような利益概念が基礎となってこそ計算
可能となりうるのである。
制度会計とは，このような会計理論が，法律制度としての商法や税制と結
合することによって制度化した会計である。
法は，その運用の過程において， しばしば硬直化硯象をおこしがちであ
る。株主およぴ債権者保護をその精神としながら，商法は，資本維持の原則
について，新しい酒を盛るになお古い皮袋をもってし，その伝統的な古い思
考から完全なる離脱を果しえていない。すなわち，近代化された企業の計算
休系においては，社会的要請として，収益力表示をめざす損益法原理が基本
原則であるに拘らず，なお商法の計算思考に財産法的発想の残滓が，あたか
も，それこそが債権者保膜の砦でもあるかのように，今なお残されている。
株主保護であれ，債権者保護であれ，これらの社会的要請に応えうる手段
としての会計は，古い概念にとらわれた法に支配されるものではなく，常に
変動する硯実の社会的要請の中で，それ自身の論理を展開することにより，
法の向うべき方向への指示器とならねばならないであろう。そのような会計
が，もし法の召使に堕すならば利害関係者の利害を真に調整すべき役割を放
棄することになろう。硬直化しがちな法の運用に対し，指導的役割を果すこ
とによって，会計はその存在を主張することができるのである。制度会計と
は，そのような意味で，法の真の精神一~利害関係者の保護一を余すとこ
ろなく発揚せしめるための保証として確立されることが必要である。
四 適法性と適正性概念の吟味
さて，ここで，「企業会計原則」と「商法」との間における基本的な考え
方の相遣が最も単的に表現されていると思われる，適正性と適法性の概念に
ついて触れてみたい。監査における終局的結果としての監査意見の記載方法
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において，「監査報告基準」と「株式会社の監査等に関する商法の特例に関
する法律」では，それぞれ異なった規制を行っている。すなわち，前者の監
査意見は適正性意見であり，後者のそれは適法性意見である。この適正性と
適法性の概念は，統一可能な概念であるのか，あるいは本来的に相入れない
部分を含んでいるものであるのかどうかの吟味がここに必要となってくる。
まづ，ここで会社運営に係わる諸法が，会計に対し，どのような姿勢を示
しているかを見るために，それが単的に表硯されていると考えられる監査報
告書のうち，意見区分の個処について，各国の例を引用してみたい。
まず最初に，米国における監査報告書の文言を示せば次の通りである。
「私達の意見によれば，添付された貸借対照表および損益計算書，剰余金
計算書は前年度と継続した基準に基き採用された，一般に認められた会計
原則に準拠しており， X会社の19一年12月31日硯在の財政状態および当該
年度の経営成績を適正に表示’している」
さて，米国においては，証券取引法を基礎においた上記のごとき監査報告書
によって，会社の会計の適正性が証明される。周知のように，米国の会社法
においては，会計に対して，共通的な特徴として，実質的・画ー的な規制を
行わず，例示的・弾力的・間接的な性格が強いといわれている。これは，会
社会計に対する規制を，授権法的性格の濃い制定法たる会社法においては，
できるだけ避けようとする無干渉主義の立場に立っているものと考えられる
からである。
その原因としては，一つは，判例法としてのコモン・ローの発達が制定法
を補完する役割を果していることもさりながら，二つには，会計慣行が尊重
されている点にあろう。配当規制の根底をなす評価方法を始めとして財務諸
表の形式についても，健全なる会計慣行によって是認されている， すなわ
ち，このような会計慣行の尊重が，黙示的に承隠される社会的性格が米国の
会社法の背景となっているということである（会計ハンドブック，中央経済
社， 839頁以下）。したがって，米国においては，会計に関する限り，適正性
の問題は論じられても，適法性については問題の生ずる事情は存していない
制度会計の課題（高柳） (493)位
のである。すなわち，わが国の監査報告書において，一方にあって適法性，
他方にあって適正性といった，商法と証券取引法との関連で問題となる矛盾
の解決は米国において生じない。
わが国において，商法上の監査と証券取引法上の監査の一元化をはかって
の改正がなされてきたことはすでに述べた通りであるが，この適正性と適法
性をめぐっての統一化は，いまだ必ずしも果されていないのが現状である。
両者の一元化をねらっての改正であることから，財務書類の適法性と適正性
が異なっているのでは改正の趣旨に反するので，会計学者の間においては，
この点についても調整がなされたとの見解もあるが，商法学者の間では，こ
の両者の概念は異なるとの見解が強いと考えてよい。そして，このような結
果として，実践を行う公恩会計士の監査に不要の混乱をもちこんでいるのが
現実の姿である。
例えば，大住達雄氏は，この問厘について次のように論じている。
「法制審議会商法部会は，……商法改正案要綱に『商業帳簿の作成に関す
る規定の解釈については，公正な会計慣行を魁酌しなければならない』とい
う条項を追加した。
この条項は『商業帳簿（会計帳簿ならぴに貸借対照表および損益計算書そ
の他の計算書類）は，商法の規定に従って作成しなければならない。商法の
計算規定を解釈するに当っては，公正なる会計慣行を解釈基準として考慮し
なければならないが，この場合には，会計慣行が公正妥当かどうか十分に検
討したうえ，会計慣行を当てはめた解釈が公正であると判断できることが必
要である』ということを意味するものと推察する。要するに，『企業会計原
則』を『商法の解釈基準』とすることを明確にしたものにとどまり，『会計
処理の基準』としなければならないと定めたものではない。
この規定を商法に設けることにより，商法と証券取引法との会計基準が一
致したと断言しうるかどうか疑問である」と。大住氏は以上のように述ぺた
うえで，さらに続いて，「企業会計の処理について，商法は適法たることを
要求し，証券取引法は適正であることを要求する。適法であるものが必しも
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適正であるとは限らない。商法と証券取引法との会計基準を一致させるため
には，商法において，会計処理は適法に加えて適正でなければならないと規
定するか，監査意見は，適法か否かの表明のほかに，適正か否かの表明をも
しなければならないと規定することが必要である」（大住達雄著「商法の計
算理論」同文館，昭和45年6月， 222頁～223頁）と述べている。
わが国においては，米国とは全く逆に，国家権力による株式会社経理に対
する千渉主義がかなり濃厚であり，資本繊維の原則もしくは資本充実の原則
を通じて，会計処理に対する規制をはじめ，計算書類の様式および作成方法
に対する規制，会社経理の公示，監査制度の確立に至るまで，干渉主義の法
網は，株式会社会計の全般にわたって張り巡らされており，その結果，適法
性の概念に関しても，会計上の概念である適正性との間に厳然とした一線を
画しているとみなさねばならないように思える。
そこで，次に，株式会社の会計および監査の規定が，制定法たる会社法の
中に組みこまれて運用されている英国の場合の，監査報告書を検討してみよ
う。
「私達の意見では，この年次報告書の何頁から何頁までに記載されている
財務諸表は， 0年0月0日硯在における当該会社の財務状態および同日に
終る事業年度の利益（または損失）を真実かつ適正に表示しており，かつ
1948年および1967年会社法に適合している」
この監査報告書は，英国勅許会計士協会によって推奨された雛型であるが，
この意見表明においては，適正性と適法性とが同時並列的に記載されてい
る。すなわち，ここでは，適正性と適法性とは同一概念の下に統一されてい
て，その間に何ら矛盾するものが含まれることなく使用されているのであ
る。英国の会社法における会計規定は，主として情報開示に関する規制であ
って，資産評価に関する規定を欠いている。しかも，情報開示としての「計
算書類の内容と形式に関する一般的規定」 (1948年法第149条）は，いわゆる
包括規定であって，その詳細はスケジュールにゆだねられているのである。
この規定の中において，法は，財務諸表や会計帳薄の作成に対しては，真
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実かつ公正な概観を与えるべきことを指示しているにすぎない。しかも，こ
の法による，真実かつ公正な表示への要請は，一般に認められた会計原則に
従うことを前提としているのである。英国勅許会計士協会が， 1958年10月に
公表した「会計原則勧告書」第18号によれば，その中で，真実かつ公正な概
観は，財務諸表における項目の分類や配列など表示における明瞭性を要求す
るだけでなく，一般に認められた会計原則の継続的適用をも意味する，と述
べている。（会計ハンドブック， 822頁以下）
このように考えるならば，英国においては，適法性の概念がすなわち適正
性の概念と重なって何ら矛盾が生じていないことを理解できるであろう。
最後に，独国における監査報告書を示せば次の通りである。
「この薄記・年度決算書およぴ営業報告書は，私（私達）の義務に従った
監査によれば：，法律および定款に適合している」
この監査報告書の文言は，株式法の条文（第167条第1項）の中で規定され
ている。その点，英・米においては，その雛型の作成が，会計実践団体であ
る会計士協会にゆだねられているという事情の差はあるが，そのことは措＜
としても，この国における会計書類への監査意見は，適法性いかんに関する
表明という形態をとっていることで，英・米と異なっている。したがって，
ここには，英・米のように，財務諸表に対する適正表示に関しての言葉は見
いだせない。
独国の株式法の規定には，わが国の商法規定と同じように，情報開示のみ
ならず資産評価に関する会計規定も含まれている。しかし，この株式法に規
定する会計の現実的適用に当っては， その149条において「年度決算書は，
正規の薄記の諸原則に適合しなければならない。その決算書は明瞭かつ一目
瞭然に作成しなければならず，かつ評価規定の枠内において会社の財産およ
び収益の状態をできるだけ確実な概観を与えるものでなければならない」と
規定しているように，具体的な会計処理および表示に開しては，一般の慣行
としての正規の俺記の原則にゆだねられているのである。
このように，商法がその規定の中に，年度決算害の作成内容と資産評価の
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指針であるところの，正規の簿記の原則を導入した理由は，現実の企業会計
が経済社会の発展に呼応して常に変化するのであるから，会計実務の自律的
発展を法規範として法文化することにより拘束することは不可能であり，そ
のため，法制に基く実際の会計をば，とくに規制すべき一面だけについて個
別的に明文化し，基本的には良識ある商人の会計慣行に委ねようという趣旨
によるものと考えることができる。（会計ハンドブック， 858頁以下）
このように，年度決算書が法律に適合しているという監査意見表明の内容
は，会社の会計が秩序性を保ちかつ法律の規定に合致して¥i‘ることを意味し
ている。一般的見解にしたがえば，正規の簿記の原則は一般に認められた会
計原則と同視されており，適法性（会計は合法性を保っている）の概念は，
同時に，適正性（会計は秩序性を保っている）の概念と並列され一致するも
のと理解されている。
以上の通り，近代国家においては，いづれの国であっても，会計規定に関
する限り，これを全く他の法規にゆだねるか，もしくは，包括規定のみをお
き，その現実的通用に関しては慣行にゆだねることのいづれかであり，とも
に会計の独自な機能を承認し，会計の慣行を尊重し，その上にたって，法休
系を作りあげている。
先にも触れたように，わが国のように，会計への規制が商法と証券取引法
の両者によって行われている場合であっても，「商法計算規定」の計算原理
を追求していけば，究極においては，損益法の原理に到達せざるをえないの
ある。すなわち，現実に支配している会計の論理からいけば，商法も証券取
引法も，その関心内容は一致し，分配可能利益の計算に関する限りは，「株
主の利益保護と債権者の利益保護との調和的解決をみいだしうるような計算
方法」（石井照久著「同書」 680頁）への法規制としての確立は求めうる筈で
ある。
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五会計基準の完全一元化への提言
さて，現今の会計における役割を考えるとき，一方においては，その情報
開示に対する社会的要請は，経済社会の発展に伴い益々深化し，拡大する方
向を示している。しかし，他方においては，この益々深化し，拡大化する会
計への情報欲求は，国際的な経済交流の複雑化と広域化を基底において，逆
に，その形式の純化，すなわち．国際的な統一化を模索する方向へと動きは
じめている。
さらに詳しく述べるならば，情報開示への拡大化要求は，すでに制度化さ
れた連結決算書の作成およぴ中間財務諸表の作成をはじめとして，財政状態
変動表やセグメント別損益情報の開示から，インフレーション会計の問題に
至るまで，盛沢山の提唱がなされている。このような情況の中にあって，ゎ
が国の会計が個々別々の法規制に応じた目的を達成するために，敢えて二つ
ながらの法体系の中に拘束され，現実に機能されつづけるならば，将来にお
いて，必ずや大きな亀裂を作り上げその傷痕は益々拡大再生産されていくに
ちがいない。今こそ早急に，これらの法体系上の真の一元化を達成すぺき時
期が到来しており，むしろそれはおそきに失しているとさえ痛感せざるをえ
ない。
二つの制度会計が今回の改正によって，実質的には一元化をなし遂げたと
いう考え方も一方にあることはいなめないが，二つながらの会計基準が硯実
に生きて作用している限り，硯実の会社経営に対して真に役立つところの制
度会計の発展はのぞみうべくもない。もしかりに，この二つの制度会計が実
質的に一元化を果しえていると仮定しうるのであれば，その制度会計は，す
でに二つであることの役割を終結させたものとみなされてよいであろう。
また，ふりかえって，会計の国際的統一化の方向についてみるならば， E
Cにおいても統一会計を生みだすべく苦慮しており，国際会計基準の統一化
達成の作業も進展を続けている。このような世界的な情勢の中にあって，ゎ
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が国のみが，この二つの法制が併存する会計制度を，他の国に例をみない独
自の，目的適合性をもった優れた制度として自認してはばからないならば，
わが国に特有なものであるとして会計制度を発展させるどころか，むしろ，
両者の相互作用は手かせ足かせとなって，会計慣行の健全な発展に大きな支
障を与えるものとなるのは火をみるよりも明らかである。
しかしながら，たしかに，わが国にあっては，二つの会計基準が相互にイ
ンパクトを与えあいながら硯在のような急速な発展をみたことで，，歴史的な
意味があったし，またその現実を否定する事はできないとしても，その歴史
的役割はすでに果されており，今や，会計実務界および学界の総力を挙げ
て，その改善，すなわち，会計基準の真の統一化をはかるべく探究がなされ
ねばならない。、
そのような施策としては色々な方式が考えられるに遮いない。最もよい方
法としては，「商法計算規定」を包括規定として解体し，実施の細目につい
ては，一切を「企業会計原則」にゆだねる方向である。しかし，現実の問題
として，わが国の制度会計の歴史的な発展の経過を踏まえれば，早急な改革
を求めるには極めて困難な事情が存するといわねばならない。次善の方策と
しては，現在の会計制度をそのままに保持しておいて，企業会計審議会が意
見書を活発にかつ積極的に発表することを通じて，商法や税制に対し，ある
べき会計の姿を示すべきィンパクトを与えていく方向がしばしば論議されて
きている。
たしかに，会計実務界においても，わが国の公認会計士協会が多年にわた
って意見書を発表し，会計実践に対しその発展に多くの貢献をなしてきた点
はみとめるにやぶさかではないが，なお，商法や企業会計原則に対する積極
的な批判的見解をも含めて，企業会計審議会に対しても，強固な働きかけを
することを通して，これをバックアップするとともに，なお敢えて希望を述
べるならは，協会自らもまた，指導的規範としての会計基準の育成をはかっ
て，意欲的な意見書を公表していく努力を惜しんではならない。
また，さらに，制度会計の確立が皆無であった戦前の時代を経て，制度的
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保証のないままに，会計基準のあるぺき姿を求めて，理論の探究に苦悩し続
けた会計学界においても，「企業会計原則」の設定後すでに30数年を迎えて
おり，制度的裏づけをもった会計理論の研讃過程において，かなりの業績を
積み上げてきている現状がある。会計基準の実践的かつ現実的な機能につい
ての関心は，企業会計審議会にまかせるとしても，その理論的完成こそは，
会計学界が真に努力を傾むけるに足る関心事であろう。願わくは，本日わが
学会の名において，指導的役割を果すべき，理想的な「企業会計原則」を策
定し，樹立すべき時節が到来していると，最後に述べることをゆるして載き
たい。
（拙稿は，昭和55年11月29日，龍谷大学に於て開催された， 日本会計研究学会•第30
回関西部会の統一論題「制度会計の課題」において発表したものに，修正・補筆を加
えたものである）
